
２００２００４４年度決算説明会年度決算説明会

～～ 魅力ある強靭な会社を目指して魅力ある強靭な会社を目指して

20020055年年44月月2828日日
　本資料に記載されている業績見通しは、将来の予測であって、リスクや不確定要素を含んだものです。実　本資料に記載されている業績見通しは、将来の予測であって、リスクや不確定要素を含んだものです。実
際の業績は、経済情勢をはじめさまざまな要素により、これら業績見通しと異なる結果となりうることをご承際の業績は、経済情勢をはじめさまざまな要素により、これら業績見通しと異なる結果となりうることをご承
知おきください。知おきください。
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２００４年度決算概況２００４年度決算概況
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２００２００４４年度決算の総括年度決算の総括

改革は正しい方向に向かっている
・コスト競争力強化

・ビジネスモデルの転換
・顧客満足の強化（ITﾗｲﾌｻｲｸﾙ全体で顧客の経営ﾊﾟｰﾄﾅｰに）

・人材力強化

２００４年度決算２００４年度決算

・「減収・増益」決算・「減収・増益」決算

・コスト競争力強化・コスト競争力強化

着実に進捗

【課　題】

改革のＳｐｅｅｄ Upのために
２００５年度、新施策をスタート

着実に進捗
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連結業績ハイライト連結業績ハイライト

金額（億円） 利益率 金額（億円） 利益率 金額（億円） 利益率

売 上 高 2,267 ― 2,750 ― 2,661 ― ▲17.5% ▲14.8%

売 上 総 利 益 537 23.7% 605 22.0% 569 21.4% ▲11.2% ▲5.7%

販売費及 び一 般管 理費 ▲ 366 ― ▲ 409 ― ▲ 396 ― ▲10.5% ▲7.6%

営 業 利 益 171 7.5% 196 7.1% 173 6.5% ▲12.7% ▲1.4%

経 常 利 益 181 8.0% 196 7.1% 173 6.5% ▲7.5% +4.3%

当 期 純 利 益 108 4.8% 100 3.6% 98 3.7% +8.7% +10.7%

受 注 高 2,454 2,770 2,560 ▲11.4% ▲4.1%

受 注 残 高 639 - 452 - +41.3%

増減率

対計画比 対前期比
実績 計画

２００４年度 ２００３年度

当期より、システム事業における売上の計上時期を、個々の商品の出荷時点から同一契約に含まれる全ての商品を納入した時点に変更する等売上計上基準
の変更を行った結果、従来の方法に比較して売上高は４０億円、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前純利益はそれぞれ７億円減少。
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受注高、売上高、受注残高受注高、売上高、受注残高

553
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売上高売上高
●組織別売上高

金額（億円） 構成比 金額（億円） 構成比 金額（億円） 構成比

情 報 通 信
シ ス テ ム 事 業 892 39.3% 1,038 37.8% 934 35.1% ▲14.1% ▲4.6%

金 融 シ ス テ ム 事 業 189 8.3% 250 9.1% 238 9.0% ▲24.4% ▲20.8%

エ ン タ ー プ ラ イ ズ
システ ム事 業・ その

他
1,186 52.3% 1,461 53.1% 1,488 55.9% ▲18.8% ▲20.2%

合 計 2,267 100.0% 2,750 100.0% 2,661 100.0% ▲17.5% ▲14.8%

●セグメント別売上高

金額（億円） 構成比 金額（億円） 構成比 金額（億円） 構成比

シ ス テ ム 1,860 82.1% 2,350 85.5% 2,254 84.7% ▲20.8% ▲17.5%

サ ポ ー ト 407 17.9% 400 14.5% 406 15.3% +1.8% +0.1%

合 計 2,267 100.0% 2,750 100.0% 2,661 100.0% ▲17.5% ▲14.8%

(注)外部顧客向け売上高で表示。

２００４年度 ２００３年度 増減率

実績 期初見通し
見通し比 前期比

増減率

計画比 前期比
実績 計画

２００４年度 ２００３年度

・受注は社内計画にほぼ近い水準を達成。
・売上は翌期完了案件の期ずれにより
　未達／前期比減。

・全般に情報化投資抑制傾向、競争激化。
・既存金融機関顧客の情報化投資の遅れにより、
　計画未達／前期比減。

・採算性、付加価値重視の営業への転換を優先。
・ＳＩ案件は着実に増加したが、受注・販売 ボリュー
 ムが低下した結果、計画未達／前期比減。

・売上計上基準変更の影響：▲４０億円

・上記の通り。

・ＣＴＣ、保守サポート子会社ＣＴＣＴが一体で受注
　活動。期初見通しを達成し前期比増。

主な増減要因

主な増減要因
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コスト競争力強化コスト競争力強化

売上原価率

76.3%

77.7%

78.6%

75.0%

76.0%

77.0%

78.0%

79.0%

80.0%

2003年度 2004年度

販管費率（＝販管費／売上総利益）

68.2%

66.6%

69.6%

65.0%

66.0%

67.0%

68.0%

69.0%

70.0%

71.0%

2003年度 2004年度

計画

実績 計画

実績

●売上原価率と販管費率

２００３年度

売 上 原 価 率 76.3% 77.7% 78.6% ▲2.3%

・不採算案件の処理（約▲30億）等を
　吸収して、計画達成／前期比改善。
・売上総利益率+2.3%の内訳
　⇒ｼｽﾃﾑ+0.4pt、ｻﾎﾟｰﾄ+1.9pt

販 管 費 率
（ 販 管 費／ 売上 総利 益） 68.2% 66.6% 69.6% ▲1.4%

・販管費の低減が進み、前期比改善したが
　売上総利益減少により計画未達。

２００４年度

実績
計画

（社内目標)

主な増減要因

増減

前期比
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販管費および一般管理費販管費および一般管理費

●販管費の推移

２００３年度

人 件 費 187 214 ▲ 26
・賞与　＋約2億円
・退職給付費用▲11億円（うち数理上の差異▲16億円）
・ＳＥ有償稼働に伴う原価振替増加による減少▲11億円

委 託 社 員 受 入 費 33 33 0
・人員は大幅に増加したが、主として原価性人員増加であり
　経費は前期比横ばい。

そ の 他 145 148 ▲ 3
・オフィス統合費用（12億円）
・全般的に経費低減を推進

合 計 366 396 ▲ 29

２００４年度 増減

主な増減要因
前期比
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営業外損益および特別損益営業外損益および特別損益

１０億円１０億円

６６億円億円

３億円３億円

２００２００４４年度年度

＋＋５５億円億円▲▲１１億円億円持分法投資損益持分法投資損益

＋＋４４億円億円２億円２億円金融収支・その他金融収支・その他

＋＋９９億円億円

差　異差　異

０．４０．４億円億円営業外損益営業外損益

２００２００３３年度年度

持分法投資損益の改善要因：持分法投資損益の改善要因： 持分法適用関連会社の業況改善持分法適用関連会社の業況改善

営業外損益営業外損益

特特 別別 損損 益益

１１００億円億円

▲４億円▲４億円

１５億円１５億円

２００２００４４年度年度

▲７億円▲７億円２２２２億円億円特別利益特別利益

＋＋　９　９億円億円

＋１６億円＋１６億円

差　異差　異

１億円１億円特別損益特別損益

▲▲２０２０億円億円特別損失特別損失

２００２００３３年度年度

・・投資有価証券売却益：　投資有価証券売却益：　７７億円億円　　

・関係会社株式売却益：　・関係会社株式売却益：　22億円億円　　
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連結貸借対照表連結貸借対照表

流動負債

２００５年
3月末

２００４年
3月末

１，３７６　 １，５０５　

１，６０８　

２３２　 １８２　

１，６８８　

２００５年
3月末

２００４年
3月末

５４８　 ６３１　

５５３　

５　 １５　

６４６　

流動負債

１　 １　

１，６０８　

１，０５３　 １，０４０　

１，６８８　

（金額：億円）

・売上債権　　 ▲１５７

・投資有価証券　＋３７
・有形固定資産　＋１８

・仕入債務　　 ▲９３

・利益剰余金　+９１

・自己株式　　▲８４

＜資産の部＞ 増減額

流 動 資 産 ▲１２９　

資 産 合 計

固 定 資 産 +４９　

▲７９　

＜負債、少数株主持分
及び資本の部＞

増減額

流 動 負 債 ▲８２　

資産合計負 債 合 計

固 定 負 債 ▲１０　

▲９２　

０　少数株主持分

資産合計
負債、少数株主持分

及び資本合計

資 本 合 計 ＋１３　

▲７９　
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キャッシュ・フローキャッシュ・フロー

（金額：億円）

５３４５３４

▲０▲０

▲▲６５６５

１１

２１５２１５

３８２３８２

２００２００３３年度年度

５２６５２６

▲０▲０

▲１０１▲１０１

▲４８▲４８

１４１１４１

５３４５３４

２００２００４４年度年度

　　現金及び現金同等物の期首残高　　現金及び現金同等物の期首残高

　　　　現金及び現金同等物に係る換算差額　　　　現金及び現金同等物に係る換算差額

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

科　目科　目
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（参考）（参考） 配当金配当金および自己株取得および自己株取得

配当金配当金

自己株取得の実施状況

＋＋４４円円２２６６円円３０３０円円
一株当たり一株当たり

年間配当金年間配当金

増増 減減
20020033年度年度20020044年度年度

（予定）（予定）

自己株取得の実施状況

20052005年年33月までの取得累計月までの取得累計

保保 有有 株株 式式 数数 　：　： 　　 　３，６４９，５３５株　３，６４９，５３５株

　　（うち　　（うち20042004年度年度買付買付：　　　２，１５１，８０３株）：　　　２，１５１，８０３株）

保保 有有 総総 額額 　　　　 ：： 　　１３，５１４，８８１，３１５円　　１３，５１４，８８１，３１５円

　　（うち　　（うち20042004年度年度買付買付　　：　　　８，６５６，７５１，７６０：　　　８，６５６，７５１，７６０円円))
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2005年度及び中期の経営施策2005年度及び中期の経営施策



1414

競争力強化　①原価率低減競争力強化　①原価率低減

２００５年度

取引管理強化 強化済 （P36参照） 引き続き運用強化

プロジェクト管理
数字上の成果
は05年度以降

へ

＜第１フェーズ＞
PMO設置、今期受注案件で成果

＜第２フェーズへ＞
・事業グループ自己完結が基本
・PMO管理手法の強化

Ｂａｒｇａｉｎｉｎｇ Power
強化

これから
販売量低調につき、
効果不十分

顧客密着型営業による案件獲得

需要と販売戦略の
マッチング

順調
主要プロダクトで、
ボリュームゾーンの
価格最適化

→継続

２００４年度項　目

付加価値向上
／採算管理

価格戦略

売上原価率
７５％の早期達成を目標に
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競争力強化　②販管費効率化競争力強化　②販管費効率化

２００５年度

ＳＥ有償稼働増 堅調
SI案件の増加に伴い、
原価振替分が増加

顧客密着型営業による
SI案件獲得

研究開発 スタート
コーポレートレベルの研究開発をス
タート
（ITA及びITEの一部）

有望テーマの発掘・深耕

業績連動型賞与 導入

個人賞与と組織賞与の2本立てス
タート

12月支給ボーナス、増額を実施

Profit Sharing意識の徹底
組織賞与を賞与に統合
職種特性を反映

教育研修
鋭意

推進中

・会社の価値観共有（企業理念、
　Vision、Missionの共有）
・マネジメント研修
・職種／職層別研修

営業教育の一層の強化

堅調 順調 →継続

項　目 ２００４年度

生産性向上

オフィス統合

投　　資

完了
CTC／CTCT東京地区統合完了 統合効果の発揮

トータルオフィスコスト低減

一般経費低減

販管費／売上総利益
６５％の早期達成を目標に
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成長性強化　①グループ連結経営成長性強化　①グループ連結経営

２００５年度

情報通信システム事業 堅調
主要キャリア
取引関係堅調

体制強化が必須
　　　→現行の２本部体制を
　　　　　３本部体制に

金融システム事業
厳しい
環境

・主力の銀行・証券向け
　が厳しい環境
・コンタクトセンター案件で
　新規獲得を推進

攻守両面から顧客に密着
　・コンタクトセンター案件獲得
　・既存顧客対応の強化
　・人員体制強化

エンタープライズ
システム事業 転換中

・ビジネススタイル変革の
　意識は浸透
・変革のスピードアップ
　が必要

業種／顧客別にターゲット絞込み、
成長分野にリソース集中

ＣＴＣＴ 順調
・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽからｽﾀｰﾄする体制へ
・ＣＴＣＴと一体となった
　保守契約獲得推進

「製品保守」から「顧客システムの保
守」へ（ＳＡＭ）

CTCSP 回復
SIで付加価値の高いビジネスに回
帰

グループ内のスポット商品調達窓口
として、SIビジネスをサポート

CTCC／ＯＣＣ
（コールセンター事業） 売却

・当初の役割が完了
・顧客企業から強い要望

項　目 ２００４年度

コア・ビジネスである研究分野向けに
特化。（それ以外はＣＴＣで）

化学・薬品システム事業
（ＣＴＣＬＳ）

ＣＴＣ

子会社

位置付け
再検討

「４事業の一翼」の位置付けは再検
討が必要
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成長性強化　②成長ドライバの獲得成長性強化　②成長ドライバの獲得

２００５年度

関連会社
ソニーブロードバンド

ソリューション 堅調 黒字体質、着実に進展

・BB化、ｾｷｭﾘﾃｨ強化を追い風に

・Sonyの映像技術、FelicaとＣＴＣ
　のｼｽﾃﾑ構築技術でｼﾅｼﾞｰ追求

事業投資 実施
・EC-One（ＪＡＶＡ開発）、日本サー
ドパーティ（保守）に出資

・EC-OneのJavaコンポーネント
　技術・ノウハウを吸収

・機会を逃さず常に検討

一般投資 実施
有望技術に出資
　→Azul社、Infinera社、ＣａｓｔＩｒｏｎ
社に出資

機会を逃さず常に検討

TSC 新設
ノウハウ蓄積、UNIX/Win/Lin対応準
備（３OS体制）

CSC 新設 保守・サポート強化 三位一体となった運営を展開

QCC 新設 品質管理強化

ITライフサイクル
サービス強化

新規投資

項　目 ２００４年度
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ＣＴＣが目指すゴールＣＴＣが目指すゴール
　　＜顧客の＜顧客のITITライフサイクルを支える経営のパートナーになる＞

ハードウェア/
ソフトウェア設

計・開発

製造 検査/出荷 納入/
設置

市場/技術

調査･研究
マーケテ
ィング/販

売

SI

主としてオープン系の
先進ITベンダーとの

パートナーシップを活用：
先進技術、製品、検証、技術サポート

主としてオープン系の
先進ITベンダーとの

パートナーシップを活用：
先進技術、製品、検証、技術サポート

マーケティング・販売・納入：
ベンダーのマーケティングパワー／
実績・事例・ソリューションの有効活

用

マーケティング・販売・納入：
ベンダーのマーケティングパワー／
実績・事例・ソリューションの有効活

用

SI:
柔軟な顧客指向
ソリューション

SI:
柔軟な顧客指向
ソリューション

メーカー系システムベンダー

保守サポート:
豊富なマルチ
ベンダー対応

メニュー

保守サポート:
豊富なマルチ
ベンダー対応

メニュー

保守
サポート

自社ブランドのオープンシステム製品

自社メインフレーム

CTC
CTCの経営資源の重点配分領域

マルチベンダー／付加価値ソリューションの提供に集中マルチベンダー／付加価値ソリューションの提供に集中

オープン連合のオーガナイザーオープン連合のオーガナイザーオープン連合のオーガナイザー

ライフサイクルを支える経営のパートナーになる＞

３割３割２割２割５割５割
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CTCCTCが目指すが目指す収益収益モデルモデル

ITエンジニアリング企業の定義

プロジェクトの創造と統合の視点からお客様の事業価値を向上させる「仕組み（EA)作り」を支援する。すなわち、統
一された思想（ビジョン、ミッション）のもと、蓄積されたノウハウと先進の技術をもってコンサルティングから保守に
至るまでの一連の業務またはその一部をお客様のニーズに合致するように最適に計画し、実施する。

““ＩＴ業界のエンジニアリング会社ＩＴ業界のエンジニアリング会社””

営業利益

販管費

原価
(COGS)

75%以下

SG&Aコスト
売
上
総
利
益

コストモデルコストモデル

製品　

50%

構築・開発

20%

アフター

マーケット

30%

製品

ｱﾌﾀｰ
ﾏｰｹｯﾄ

開発

50%

仕入コスト

ｱﾌﾀｰﾏｰｹｯﾄ

IT企画

提案

FS

SI提案

SI契約

構築・開発

機器納入・
検収

収入モデル収入モデル

20%

30%

製品

サービス

マ
ル
チ
サ
ー
ビ
ス

付
加
価
値

ＩＴライフサイクルＩＴライフサイクル

人件費
固定費

お
客
様

売上総利益の

65%以下 25%以上
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中期ビジネス戦略中期ビジネス戦略
　　　　－　三軸作戦の完遂　－－　三軸作戦の完遂　－

選択と集中

注力500社の

経営ﾊﾟｰﾄﾅｰ

となる！

　テレコム

金融

自動車・電機

精密・製造

製品サポート

営業グループ

営業グループ

ITE 
SE 

コンサルティング

営業

C/S部門 A/S部門

ITコンテンツ

サービス

IE/PLM

主要ﾍﾞﾝﾀﾞｰ

と最重要

No.1ﾊﾟｰﾄﾅｰ

となる！

CTC 

知識・情報共有

人員の効率化 WBS/OBSに基づく協業

CTCT 

人材

経営企画

CIO

企画運用

営業販売

製造生産

管理

IT

社
内
ユ
ー
ザ

グループ企業
とのIT網整備

経営トップ層

顧客

（C）

三軸作戦三軸作戦

最新テクノロジー

・ネットワーク化・ユキビダス・SOA

顧客ニーズ
・Technology is Management

・データ蓄積 ・解析・活用・セキュリティ ・EA　・SOA

マーケティング

提案事例

教育

技術力

情報

ベ
ン
ダ
ー

５つの力活用

（V）

一体化戦略（=V+CTC+C）
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中期ビジネス戦略中期ビジネス戦略
－　－　ITITライフサイクル全体でのサービス強化①　－　ライフサイクル全体でのサービス強化①　－　

Open連合の

ｵｰｶﾞﾅｲｻﾞｰ

アフターマーケット 企画
提案
FS

SI提案 　
契約

構築開発 製品納入・ 検収

JTP JAVA/.NET開発 3 OS対応

顧客ビジネスプロセスの可視化SOA

Maxis EC-One

OpenOpen連合の連合の

ｵｰｶﾞﾅｲｻﾞｰｵｰｶﾞﾅｲｻﾞｰ

BEC/
BRMC

つなぐ技術

BEC/BEC/
BRMCBRMC

つなぐ技術つなぐ技術

CTC工場

AM

TSC

M&A リソース獲得Open連合 付加価値人材

PM
SE

QCC

CE
SAM

CSC

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

　工場

ｱﾌﾀｰ

ﾏｰｹｯﾄ

工場

より早く！
より強く！
より安く！
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ＩＴライフサイクル全体でのサービス強化②　ＩＴライフサイクル全体でのサービス強化②　
＜＜33センターの活用＞センターの活用＞

ＧＯＡＬ：「より早く、より強く、より安く」

Ｔ
Ｓ
Ｃ

Ｑ
Ｃ
Ｃ

テクニカル・ソリューショ
ンセンター
(略称：TSC、九段)

ベ
ン
ダ
ー

Ｃ
Ｔ
Ｃ
工
場

ＣＳＣ
コンポーネントコンポーネント

エスカレーションエスカレーション

ＳｙｓｔｅｍＳｙｓｔｅｍ

クオリティ・コントロールセンター

(略称：QCC、葛西)

カスタマー・
サポートセンター
(略称：CSC、九段)

BEC/BRMCBEC/BRMC
つなぐ技術つなぐ技術

単品検査単品検査

BEC/
BRMC

つなぐ技術

BEC/BEC/
BRMCBRMC

つなぐ技術つなぐ技術

オープン連合オープン連合
のバーチャルのバーチャル

拠点に！拠点に！

ユ
ー
ザ
ー

ユ
ー
ザ
ー

保守・サービス保守・サービス
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ＩＴライフサイクル全体でのサービス強化ＩＴライフサイクル全体でのサービス強化③③
＜ビジネス・パートナーとの協業＞＜ビジネス・パートナーとの協業＞

事業内容

設　　立 1998年4月 1987年10月 2005年4月

資本金 1,111百万円 318百万円 100百万円

従業員数 199名 420名 20名（設立時）

当社出資比率 17.3% 13.9% 80%

Java技術に特化し、ソフトウェアを部品
のように構築していくコンポーネント開
発とその再利用、コンポーネントベース
の開発手法の確立に注力。2005年2
月、Java技術を応用したビジネス基盤
の強化及び関連ビジネスの拡大を目
的として、資本・業務提携を締結

伊藤忠商事との共同出資により2005
年に設立したコンサルティング会社。
情報産業分野において、同社が持つ
幅広い業界での事業化の実績とノウハ
ウを活かして、顧客企業の業務改革・
システム導入等に係る付加価値の高
いコンサルティング事業を展開

海外ITベンダーの日本市場における保
守サポートサービスの代行、技術サー
ビス支援で豊富な実績を有する。シス
テムの運用・稼働環境をサポートする
サービス体制を強化するため、資本提
携を締結

（株）イーシー・ワン 日本サード・パーティー（株） （株）マクシスコンサルティング

顧客の顧客のITITライフサイクルを支える経営パートナーとして、さらにビジネス基盤を強化ライフサイクルを支える経営パートナーとして、さらにビジネス基盤を強化
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組織体制組織体制

エンタープライズ
システム第１事業

エンタープライズ
システム第２事業

PMO
企画 企画

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ＩＴアーキテクチャ室
ITエンジニアリング室

テクニカルソリューションセンター室

ベンダーリレーション総括室

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ア
カ
ウ
ン
ト営
業

提
案
技
術
SE

実
現

技
術
SE

ITコンサルティング

金融システム事業情報通信システム
事業　（3本部）

企画 企画

３本部３本部

体制に強化体制に強化

２つの事業グループに分割、２つの事業グループに分割、

業種別に顧客密着体制業種別に顧客密着体制
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プロジェクトマネジメント室　（プロジェクトマネジメント室　（PMO)PMO)

●　全社レベルでプロジェクト案件の審査、進捗管理を目的と
　　して、２００４年度より新設。

●　中・大型案件の進捗管理において、EVM等の手法を用い
て、品質管理や納期のモニタリングにより、不採算案件の未
然防止等で一定の成果

●　全社レベルでプロジェクト案件の審査、進捗管理を目的と
　　して、２００４年度より新設。

●　中・大型案件の進捗管理において、EVM等の手法を用い
て、品質管理や納期のモニタリングにより、不採算案件の未
然防止等で一定の成果

成果成果

・主要開発案件の進捗把握体制が確立・主要開発案件の進捗把握体制が確立

・２００４年度新規受注案件の採算管理が進展・２００４年度新規受注案件の採算管理が進展

事業グループでの自己完結を基本とし、

プロジェクト管理手法をさらに強化

事業グループでの自己完結を基本とし、事業グループでの自己完結を基本とし、

プロジェクト管理手法をさらに強化プロジェクト管理手法をさらに強化
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人事戦略人事戦略

人材の活性化、
適材の発掘、育成

人材の活性化、人材の活性化、
適材の発掘、育成適材の発掘、育成

公平な評価と
働き/貢献に応じた
処遇

公平な評価と公平な評価と
働き働き//貢献に応じた貢献に応じた
処遇処遇

人材力（特にエンジ
ニア）の強化

人材力（特にエンジ人材力（特にエンジ
ニア）の強化ニア）の強化

◆　◆　職種別人事体系の整備職種別人事体系の整備
　≫エンジニアには、役職だけではなく『技術力』でも報いる
　 　　プロフェッショナル制度を整備
　≫エンジニアのキャリアパスを整備し、ＣＴＣ社内での
　　 仕事を通じた成長を支援
　　

◆　◆　ＰｒｏｆｉｔＰｒｏｆｉｔ Ｓｈａｒｉｎｇの徹底Ｓｈａｒｉｎｇの徹底
≫組織賞与を賞与に統合し、全社業績により賞与総原資を算出

≫組織の業績に応じて賞与原資が変動

◆　◆　ＰａｙＰａｙ ｆｏｒｆｏｒ ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅの徹底ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅの徹底
≫適正な評価へ向けた評価制度の見直し
≫評価制度の運用面での改善を実施
≫退職金制度の改訂
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オフショア開発拠点の開拓オフショア開発拠点の開拓

国内開発パートナー戦略の延長線上：国内開発パートナー戦略の延長線上：
トライアル案件が順調トライアル案件が順調

オフショア開発の手順書、ルールオフショア開発の手順書、ルール//方針方針//ガイドライン作り含め、ガイドライン作り含め、

　　 管理の目が行き届く範囲内で環境整備、実績構築へ管理の目が行き届く範囲内で環境整備、実績構築へ

⇒⇒ コスト効果、高い技術力（高品質）、『日本型開発スタイル』との親コスト効果、高い技術力（高品質）、『日本型開発スタイル』との親
和性（コミュニケーション含む）和性（コミュニケーション含む）

上海菱通軟件技術有限公司：上海菱通軟件技術有限公司：
伊藤忠商事出資先伊藤忠商事出資先 ⇒⇒ 人員派遣含め経営に関与人員派遣含め経営に関与

日本向けシステム受託開発事業、および日系中国進出企業向け日本向けシステム受託開発事業、および日系中国進出企業向け

　　 ソリューション事業において実績ソリューション事業において実績

柔軟でコストエフェクティブな柔軟でコストエフェクティブな

開発体制構築のため中国開発拠点を開拓中開発体制構築のため中国開発拠点を開拓中



2828

＜参考＞　株主還元＜参考＞　株主還元

●配当政策●配当政策
１株当り
配当金

配当性向 (*)

２００２年度 ２０円 17.7%

２００３年度 ２６円 18.7%

２００４年度（予） ３０円 20.6%

２００５年度（予） ５０円 30.4%

(*) 単体ベース

今後、一段と配当性向を重視今後、一段と配当性向を重視

●自己株の取得●自己株の取得

今後も必要と判断する場合には機動的に実施今後も必要と判断する場合には機動的に実施
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２００５年度　連結業績計画２００５年度　連結業績計画

金額（億円） 利益率 金額（億円） 利益率

売 上 高 2,650 ― 2,267 ― +16.8%

売 上 総 利 益 632 23.8% 537 23.7% +17.6%

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 434 ― ▲ 366 ― +18.5%

営 業 利 益 198 7.5% 171 7.5% +15.8%

経 常 利 益 200 7.5% 181 8.0% +10.3%

当 期 純 利 益 110 4.2% 108 4.8% +1.2%

受 注 高 2,697 2,454 +9.9%

受 注 残 高 ー 639 ―

前期比計画

２００５年度

実績

２００４年度
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＜参考＞２００５年度　中間期連結業績計画＜参考＞２００５年度　中間期連結業績計画

金額（億円） 利益率 金額（億円） 利益率

売 上 高 1,079 ― 1,036 ― +4.1%

売 上 総 利 益 261 24.2% 241 23.3% +8.1%

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 219 ― ▲ 180 ― +21.3%

営 業 利 益 43 4.0% 60 5.9% ▲29.4%

経 常 利 益 41 3.8% 60 5.8% ▲32.0%

当 期 純 利 益 23 2.1% 34 3.4% ▲33.8%

受 注 高 1,137 1,224 ▲7.1%

前期比中間期計画

２００５年度

中間期実績

２００４年度
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＜参考＞２００５年度＜参考＞２００５年度 連結売上計画内訳連結売上計画内訳

２００５年度（計画） ２００４年度（実績）

金額 構成比 前期比 金額 構成比 前期比

 情報通信システム事業 1,120 42.3% +25.6% 892 39.3% ▲4.6%

 金融システム事業 240 9.1% +27.0% 189 8.3% ▲20.8%

エンタープライズシステム事

業・その他
1,290 48.7% +8.8% 1,186 52.3% ▲20.2%

合　　計 2,650 100.0% +16.9% 2,267 100.0% ▲14.8%

注：上記の売上計画は、決算短信に記載する業種別売上区分と異なり、主管営業本部の売上計画の
　　合計で表示しています。
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コスト競争力強化コスト競争力強化

78.6%

76.2%

68.7%

76.3%
79.2%

69.6%
68.2%

70.9%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度（計画）

売上原価率 売総販管費率

売上原価率売上原価率

目標７５％目標７５％

売総販管費率売総販管費率

目標６５％目標６５％

利益利益とバランスしたとバランスした

販管費政策を実行販管費政策を実行
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VisionVision／／MissionMission経営経営のの推進推進

●
02年10月

経営改革宣言
（社内宣言）

●
03年5月

「製品販売型から
付加価値ベースのSI型に転換」

（決算説明会で公表）

●
　　03年11月

「ＣＴＣ工場＝付加価値生産工場」
（中間決算説明会で公表）

●

04年5月
まず競争力、そして成長性

（決算説明会で説明）

04年11月
Ｖｉｓｉｏｎ、Ｍｉｓｓｉｏｎ再確認
（中間決算説明会で説明）

●

●

　　　　03年12月
Ｖｉｓｉｏｎ、Ｍｉｓｓｉｏｎ制定

　経営改革プランの骨子

①稼ぎを重視した経営
②顧客満足の経営
③新たな利益創造の
　 仕組みづくり
④人材強化と人材による
　 差別化の実現

改革事項を肉付けし、具体化、明確化（２００３／０４年度）

①Vision、Mission、企業理念の実現
②顧客密着型営業推進
③圧倒的No.1分野を着実に創造
④ベンダーの５つの力を活用
⑤人材で差別化
⑥競争力強化のための改革
⑦成長戦略の実行
⑧グループ連結経営の推進
⑨リスクマネージメントの徹底
⑩全員参加型経営
⑪人事制度改革

ＣＴＣ工場での
付加価値創造で

顧客満足を!

●

04年4月
顧客密着型組織（４事業グループ体制）スタート
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厳格なコンプライアンスと情報セキュリティ対策厳格なコンプライアンスと情報セキュリティ対策

ＶｉｓｉｏｎＶｉｓｉｏｎ

　　　　全社員が常に「ＣＴＣ企業理念」に基づき行動し、全員参加の経営により「日本最強の全社員が常に「ＣＴＣ企業理念」に基づき行動し、全員参加の経営により「日本最強の

　　システム・プロバイダー」となり、「収益面で安定性・成長性を兼備して企業価値を高める　　システム・プロバイダー」となり、「収益面で安定性・成長性を兼備して企業価値を高める

　　⇒株主満足度」「顧客満足度」「従業員満足度」において社内外に誇れる会社となること。　　⇒株主満足度」「顧客満足度」「従業員満足度」において社内外に誇れる会社となること。

ＭｉｓｓｉｏｎＭｉｓｓｉｏｎ

　　誠実さをもって法令を遵守し、情報セキュリティには最大の配慮を払いつつ、ＣＴＣ－Ｇ固有の人的　　誠実さをもって法令を遵守し、情報セキュリティには最大の配慮を払いつつ、ＣＴＣ－Ｇ固有の人的

資産が常に世界の最新テクノロジーを駆使することにより、その付加価値を極大化し、独自のマ資産が常に世界の最新テクノロジーを駆使することにより、その付加価値を極大化し、独自のマ

ルチ・サービスを提供して、顧客への成果と　　安全・安心を提供し続けることによって社会の発ルチ・サービスを提供して、顧客への成果と　　安全・安心を提供し続けることによって社会の発

展に寄与する。展に寄与する。

真心をもって情報を取り扱うことを徹底

Ｖｉｓｉｏｎ／Ｍｉｓｓｉｏｎに則る『Ｖｉｓｉｏｎ／Ｍｉｓｓｉｏｎに則る『 コンプライアンスコンプライアンス 』』 とと
『『 情報セキュリティ情報セキュリティ 』に最大限配慮した経営』に最大限配慮した経営
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ＶＩＳＩＯＮ／ＭＩＳＳＩＯＮ実現のための施策ＶＩＳＩＯＮ／ＭＩＳＳＩＯＮ実現のための施策

社内制度改革

付加価値創造ビジネスへのモチベーション創出
と業務プロセスにおける牽制機能強化
　・人事制度(評価)
　・売上計上基準
　・ﾁｪｯｸ/ﾓﾆﾀｰ制度

ビジネスモデル改革

ＣＴＣ工場で付加価値創造
ビジネスに専心

「顧客のＩＴﾗｲﾌｻｲｸﾙを支える
経営パートナーになる」

財務諸表健全化
（監査法人の指摘・提案を

積極採用・実行）

B/S、P/Lの健全性強化

・債権債務の一致と売上計上
　基準の見直し
・在庫評価を含む資産評価と
　適正な経理処理

社員教育・啓蒙
⇒“実行”促進、

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞにより、「成果」へ

コンプライアンス、企業理念、Vision、Missionの
理解促進
　・教育研修、「教え学ぶ日」
　・社長ﾒｯｾｰｼﾞ、示達等
　・業務ルール説明会継続実施
　　（04/4～05/3で約80回、営業・SEのべ
　　　約1,900人に実施）
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取引管理強化の状況取引管理強化の状況

●付加価値重視の営業活動

●取引のガイドライン
　　①商流全体の明確化
　　②契約先の与信確認
　　③商流に含まれる契約先以外の企業の役割確認
　　④弊社の商流参加理由の明確化
　　⑤十分な社内事前協議の実施
　　⑥決済条件確認

●個別審査体制の強化
　　①対象
　　　　・「認定品」以外の取引
　　　　・通常ルート以外の商流の取引
　　　　・低採算な取引
　　②審査基準
　　　　・エンドユーザーを含む商流及び物流の全貌が不明確もしくは確認不能な取引
　　　　・当社の役割もしくは当社にとっての意義が不明確な取引

     ※仲介的な取引につき、上記基準をクリアし当社の役割が明確な場合は実施するが、その場
合、売上には総額でなく純額計上を徹底。

●納入確認の強化

●ＰＭＯによる受注採算、契約内容、プロジェクト進捗管理

●ＰＭＯによるEVA管理導入
●原則、検収時一括検収（FY04売上計上基準変更）

CTCの現状
主な指摘事項 留意点

ソフト開発の妥当な収益認識
・受注実態と開発原価（仕掛品）計上の妥当性
・プロジェクトの実態と収益計上の妥当性

分割計上の妥当性（主にソフト開発）
・フェーズ毎の利益の恣意性
・フェーズ毎の実態的成果（独立機能）の有無
・検収実態の有無

・取引実態の有無
・物理的、機能的な付加価値の有無
・システム内容の透明性
・ユーザーの特定可能性
・取引内容と本業との関連性の有無
・経済合理性　etc.
・総額／純額計上の区別

日本公認会計士協会
「情報サービス産業における監査上の諸問題について」（2005年3月11日）

商社的取引の妥当な収益認識

　⇒特に仲介目的を超えた異常な取引
　　（下記）
　
　　・売上増額を目的とした「スルー取引」
　　・「Ｕターン取引」
　　・「クロス取引」

ステークホルダーに満足してもらえる「魅力的で強靭な会社」に！！
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